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一、短期賃貸借制度（IIIｐ４３２－）
1． 価値権と利用権の調和？

2． 要件

（1） 対抗要件

1 登記以外でも可か

2 いつまでに具備すべきか。

差押えの効力発生時（競売開始決定の送達または差押え登記のどちらか早い方。民執46条）大判大正2･1･24民録19-11、
（2） 期間
1 長期賃貸借

2 借地借家法との関係
3． 濫用の実態

（1） 詐害的短期賃貸借

（2） 抵当権者の自衛手段―三種の神器

（3） 併用短期賃貸借権の効力―平成元年判決

４．395条但書の解除権の行使

最判平成8･9･13判時1579-73（百選I eq \o\ac(○,94)）

｢損害を及ぼす｣とは？

ａ　短期賃貸借による売却価格の下落により債権の完済を受けられないこと

ｂ　賃料の不当低廉、賃料前払い、法外な敷金等、特に売却価格を押し下げる要因があること

ａのみで該当。

4． 解除後の問題

（1） 買受人による明渡請求

（2） 抵当権に基づく妨害排除
最判平成11･11･24百選Ｉ eq \o\ac(○,84)
「第三者が抵当不動産を不法占有することにより競売手続の進行が害され適正な価額よりも売却価額が下落するおそれがあるなど、抵当不動産の交換価値の実現が妨げられ抵当権者の優先弁済請求権の行使が困難となるような状態があるときは、これを抵当権に対する侵害と評価する。そのような状態があるときは、抵当権の効力として民法423条の法意に従い所有者の不法占有者に対する妨害排除請求権を代位行使することができる。」

（３）最判平成17･3･10（民集59-2-536）資料１３参照
二、改正法

1． 現行短期賃貸借制度の廃止

2． 建物明渡猶予制度（6ヶ月）

買受人は不当利得返還請求権により賃料を受領する。

1ヶ月以上賃料の支払を怠った場合は引渡命令の対象となる。

3． 抵当権者同意制度

賃借権登記

全先順位抵当権者の同意

同意の登記

三、第三取得者との関係（IIIp445-）
1． 抵当権者からのイニシアティブ―代価弁済

2． 滌除

3． 改正法による抵当権消滅請求制度

（1） 所有権者に限定（新37９条）

（2） 事前通知制度の廃止

（3） 増価競売義務の廃止

熟慮期間:2ヶ月

通常の競売

四、抵当権の処分（p450-）
１．種類

(1) 抵当権の順位の変更

(2) 転抵当

(3) 抵当権の譲渡･放棄

(4) 抵当権の順位の譲渡･放棄

２．抵当権の順位の変更

３．担保価値だけの融通～その１転抵当

（１）設定者の承諾

①承諾転抵当

②責任転抵当

（２）法律構成

ａ共同質入説

ｂ単独処分説

b-1抵当権再度設定説

b-２抵当権質入説

b-3抵当権担保設定説

ａとｂの違い：転抵当権者が現抵当権の債務者に対して債権の直接取立（366Ⅰ）ができるか否か。

（3） 対抗要件

1 他の転抵当権者：付記登記（375Ⅱ）

2 債務者･保証人･抵当権設定者:通知または承諾（376Ⅰ）

（4） 実行

４．担保価値だけの融通～その２抵当権の譲渡･放棄/抵当権の順位の譲渡･放棄

五、実行～競売（IIIp457-）
1． 競売の仕組

2． 改正民事執行法

（3） 保全処分の強化

（4） 競売不動産の内覧

（5） 明渡執行の実効性の向上

六、代位（IIIｐ74-88）

１．弁済による代位

（１）機関保証　とくに信用保証協会

（２）メリット

２．法定代位

３．任意代位

（１）債権者の承諾
（２）代位権不行使特約

（３）499条2項

４．原債権・担保権の移転

５．一部代位

（１）一部代位排除特約

（２）原債権と求償権の関係

６．担保保存義務
免除特約

７．複数代位者

（１）人的担保と物的担保

（２）第三取得者

（３）保証人との関係

（４）物上保証人

（５）二重資格者

（６）特約

七、共同抵当

１．同時配当と異時配当

２．債務者所有型

３．債務者･物上保証人所有型
百選I　91事件

4． 同一物上保証人所有型

百選I　92事件

5． 第三取得者との関係

八、抵当権の消滅

1． 一般的原因

2． 特殊な原因
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